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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

市町村合併推進債 地方債 地方債同意等基準運用要綱（充当率90％） 40%

従事職員数(人)

32,421

0
総コスト
計

0

1,740 6,090

1/3
基準額25,713千円

平均人件
費

8,7000

福岡県放課後児童クラブ室
施設整備費補助金

県支出金 福岡県放課後児童クラブ室施設整備費補助金交付要綱

子ども・子育て支援整備交付
金

国庫支出金 子ども・子育て支援整備交付金交付要綱

1/3
基準額25,713千円

36,738

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

1,500 10,900

成果指標
整備実施箇所数
(整備率）（％）

0 0 100

8,571

8,571 8,571

8,571

平成31年度

放課後児童クラ
ブ利用者

子育て支援の充実

活動指標 0 0整備実施箇所数(箇所）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

1,773 30,648

40,251

0.2 0.7

2,606 2,879

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

総事業費 千円

○平成29年度
　東風放課後児童クラブの設計業務委託
○平成30年度
　東風放課後児童クラブ建設工事、監理業務委託
　　　・木造平屋建て　120㎡（収容人員50人程度）

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

32,421

（うち市予算化分）

6
32,421

3
予算科目

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

入所児童数が急増する中、施設の増設により児童の活
動スペースを確保し、児童の健全育成を図る。 事業主体

東風放課後児童クラブは、入所児童
数が増えたため、平成28年度より小学
校の教室を借用し、運営しているが、
学校の児童数も増え、教室が不足す
るため、独自の施設整備が必要となっ
た。

実施方法

平成29年度 ～ 平成30年度（2年間）

糸島市

一部委託

一般会計

政　策 （１）子育て支援の充実

　①　子どもを安心して生み育てられる環境の充実を図る施　策

人権福祉部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課放課後児童クラブ建設事業 子ども課

事業目的

事 業 内 容

2

273

12,400

19.5

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

設計業務委託料
工事費、監理業務委
託料

事業費（A）

0

人件費（B）

3,513

1



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

0

従事職員数(人)

5,629

0
総コスト
計

0

870 0

平均人件
費

8,700

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

成果指標 学校給食の安定供給（％） 100 100 100

0

0

平成31年度

小中学校
(児童生徒)

安全で安心できる学校給
食が安定的に提供される
こと

活動指標 0 0
給食室改築に伴う食器等箇
所（件）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

5,629 0

6,499

0.1

5,629

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

総事業費 千円

波多江小学校改築に伴い、消耗品を購入する。

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

5,629

（うち市予算化分）

1
5,629

10
予算科目

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

安全で安心な学校給食を提供するため、給食室改築に
伴い、消耗品（食器等）を購入する。 事業主体

平成29年度、波多江小学校給食
室改築完了予定。

実施方法

平成29年度（１年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （２）学校教育の充実

　⑧　快適で安全・安心な学校教育環境の充実を図る施　策

教育部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課学校給食食器等購入事業 学校教育課

事業目的

事 業 内 容

1

5,629

0

13.4

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

消耗品費

事業費（A）

0

人件費（B）

6,499

2



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

0

従事職員数(人)

7,423

0
総コスト
計

0

2,610 0

平均人件
費

8,700

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

成果指標 学校給食の安定供給（％） 100 100 100

0

0

平成31年度

小学校
（児童生徒）

安全で安心できる学校給
食が安定的に提供される
こと

活動指標 0 0
給食室改築に伴う備品購入
箇所（件）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

7,423 0

10,033

0.3

7,423

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

総事業費 千円

波多江小学校改築に伴い、必要な備品を購入する。

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

7,423

（うち市予算化分）

1
7,423

10
予算科目

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

改築により給食室の形式が変わったことに伴い、必要な
備品を購入する。 事業主体

平成29年度、波多江小学校給食
室改築完了予定。

実施方法

平成29年度（１年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （２）学校教育の充実

　⑧　快適で安全・安心な学校教育環境の充実を図る施　策

教育部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課学校給食備品購入事業 学校教育課

事業目的

事 業 内 容

1

7,423

0

26.0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

備品購入費

事業費（A）

0

人件費（B）

10,033

3



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

22

8,038

214,200

委託料
賃貸借料
工事請負費

127,200

138,009

1.4

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

賃貸借料
委託料
賃貸借料
工事請負費

事業費（A）

0

人件費（B）

8,473

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

小中学校教育環境整備
（老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止
し、児童・生徒・教職員の安全を確保し、良好な学びの
環境を提供する。）

事業主体

加布里小学校
H28実施設計業務
　　　耐震二次診断業務
　　　工事監理業務
　　　校舎大規模改造工事(Ⅰ期)

実施方法

平成28年度 ～ 平成41年度（14年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （２）学校教育の充実

　⑧　快適で安全・安心な学校教育環境の充実を図る施　策

教育部

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

事 業 名 担当部課学校施設大規模改造事業（全５校） 教育総務課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

H28-H30　加布里小学校校舎大規模改造工事
H30-H33　前原小学校校舎大規模改造工事
H33-H38　波多江小学校校舎大規模改造等工事
H36-H39　前原南小学校校舎大規模改造工事
H39-H44　前原東中学校校舎大規模改造工事

目

2・3
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

2,959,700

（うち市予算化分）

3
2,959,700

10
予算科目

最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

3,045

8,038 244,864

577,479

0.05 0.55

123,042 269,089

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

児童・生徒
教職員

安全で、安心して使用で
きる学習環境の提供

活動指標 0 0
校舎大規模改造工事設計・
発注（棟）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

87,000

成果指標
良好な学習環境・教育施設の
提供（教室）

84 84 343

51,103 85,925

0

34,822

平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

569,214

319,357
総コスト
計

316,312

435 4,785

 1/3

平均人件
費

8,7000.35

学校教育施設等整備事業債 地方債 地方債同意等基準運用要綱（充当率75％）

学校施設環境改善交付金 国庫支出金 学校施設環境改善交付金交付要綱

-

249,649

従事職員数(人)

4



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

糸島市ふるさと応援基金 その他 糸島市ふるさと応援寄附条例

50,024

従事職員数(人)

125,720

46,440
総コスト
計

36,000

10,440 10,614

平均人件
費

8,7001.2

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

11,000

成果指標
改修工事要望箇所（設備）、不具
合箇所（設備）の解消（か所）

0 53 274

0

0

平成31年度

児童・教職員及
び、地域住民

安心して利用できる施設
設備

活動指標 0 53改修工事等の設計・発注（件）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

10,440

50,310 39,410

157,214

1.2 1.22

39,410 114,720

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

総事業費 千円

　糸島市立小学校の小規模営繕工事を行う｡
　校舎､体育館､プール等の建築物の改修工事及びグラウン
ド､校庭､屋外教育施設等の環境整備を行う｡
　一定年数以上経過した施設（建物）については､維持整備費
用が必要である。
　定期的な維持整備工事を実施することにより､施設そのもの
の寿命を延ばすことができ､結果的に経費の節減につながる｡
 3年に1度、施設の危険個所点検を実施する。
実施年度・・・H27、H30、H33、H36、H39
空調機の更新工事（H31～）

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

125,720

（うち市予算化分）

3
125,720

10
予算科目

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

小学校教育環境整備
（市内小学校の小規模営繕工事を行い、事故防止、施
設の長寿命化を図る。）

事業主体

H22　40,000千円（工事数57件）
H23　41,782千円（工事数77件）
H24　36,000千円（工事数72件）
H25　39,503千円（工事数70件）
H26　30,305千円（工事数48件）
H27　53,268千円（工事数59件）
学校施設危険個所調査点検業務
H27　前原小他8校、深江小他6校

実施方法

平成29年度 ～ 平成31年度（3年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （２）学校教育の充実

　⑧　快適で安全・安心な学校教育環境の充実を図る施　策

教育部

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

事 業 名 担当部課小学校施設改修事業 教育総務課

事業目的

事 業 内 容

274

39,310

0

工事請負費
消耗品費

36,000

20.0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費
消耗品費

工事請負費
消耗品費
委託料

事業費（A）

11,000

人件費（B）

60,750

5



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

学校教育施設等整備事業債 地方債 地方債同意等基準運用要綱（充当率100％）

学校施設環境改善交付金 国庫支出金 学校施設環境改善交付金要綱

0

従事職員数(人)

【49,983】23,510

0
総コスト
計

0

2,610 0

 1/3

平均人件
費

8,700

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

【 31,300 】

【 15,854 】

成果指標
非構造部材の耐震化総点検
実施棟数（棟）

2 2 33

【 15,854 】

0

平成31年度

児童、生徒
教職員
地域住民

地震等の災害時における児
童生徒等の安全確保
避難場所としての機能強化

活動指標 2 2総点検、対策工事（棟）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

【49,983】23,510 0

76,103

0.3

0 【2,829】23,510

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

総事業費 千円

・建築非構造部材の総点検・耐震化工事
　照明器具、バスケットゴール等の落下防止
　天井下地点検等
屋内運動場
　小学校　16校　　中学校　6校
武道場
　中学校　4校
・怡土小学校屋内運動場天井撤去工事
・波多江小学校校舎外壁改修工事

目

2・3
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

73,493

（うち市予算化分）

3
73,493

10
予算科目

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

小中学校教育施設の防災機能強化
建物の非構造部材（照明器具、体育器具等）の耐震化 事業主体

福吉小学校屋内運動場外壁軒裏
改修工事・天井改修工事
前原東中学校屋内運動場天井撤
去工事
可也小学校屋内運動場天井撤去
工事
二丈中、福吉中学校武道場天応
改修工事

実施方法

平成28年度 ～ 平成29年度（2年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （２）学校教育の充実

　⑧　快適で安全・安心な学校教育環境の充実を図る施　策

教育部

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

事 業 名 担当部課小中学校防災機能強化事業 教育総務課

事業目的

事 業 内 容

33

【2,829】23,510

【 31,300 】

0

3.4

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

委託料
工事請負費

事業費（A）

【　】は繰越分

0

人件費（B）

76,103
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

0

従事職員数(人)

2,376

0
総コスト
計

0

2,610 0

平均人件
費

8,700

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

成果指標 廃止方法の確定 未確定 未確定 確定

0

0

平成31年度

市民 施設廃止

活動指標 未策定 未策定廃止計画書の策定

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

2,376 0

4,986

0.3

2,376

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

総事業費 千円

最終処分場の廃止計画書策定については、浸出水の
放流方法や水処理施設の解体費など廃止に伴う概算
工事費の積算や廃止計画を立案するものである。
　

目

3
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

2,376

（うち市予算化分）

2
2,376

4
予算科目

基本目標３　海、山、川をたいせつにしたまちづくり

糸島清掃センター最終処分場については、平成11年に
埋立を終了し、その後、水処理を継続してきたが、水質
が安定してきたことから、処分場廃止に向けた計画を策
定するものである。

事業主体

　最終処分場は、浸出水の塩素イオン
濃度が高く、放流出来ないため、浸出
水を水処理した後、吸引車でし尿処
理センターへ搬入し、放流している。
　3年ほど前から塩素イオン濃度が低
下しており、放流できる状況にあること
から、地元協議を行い、閉鎖に向けた
準備を進めているところである。

実施方法

平成29年度（1年間）

糸島市

全面委託

一般会計

政　策 （１）自然環境の保全育成

　②　公益的機能を有する森林を守り、河川、ため池の水質を保全する施　策

市民部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課糸島清掃センター最終処分場廃止計画策定事業 生活環境課

事業目的

事 業 内 容

策定

2,376

0

52.3

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

事業費（A）

0

人件費（B）

4,986
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

実施

1,584

235,500

1.8

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

委託 工事

事業費（A）

0

人件費（B）

4,116

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

糸島市し尿処理センターについては、平成7年度に稼働
開始し、平成28年度には22年が経過するため、各機器
が老朽化し、損傷が激しく処理に支障を及ぼすことか
ら、基幹的設備の改修を行い延命化を図る。

事業主体

し尿処理センターは施設稼働開
始から22年目を迎え、各機器の劣
化も発生し、随時補修工事等で対
応している状況である。また、一部
設備では部品の調達も困難な状
況にある。

実施方法

平成29年度 ～ 平成30年度（2年間）

糸島市

一部委託

一般会計

政　策 （１）都市機能の充実

　①　良好な住環境を創出する施　策

市民部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課糸島市し尿処理センター基幹的設備改良事業 生活環境課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

電気・計装設備（流動床制御装置等）の更新工事をはじ
め、汚泥処理設備の脱水機更新や前処理設備の更新
などを行い、施設の延命化とし尿処理費の削減を図るも
のである。また、循環型社会形成推進交付金事業として
ＣＯ2排出量の20％以上を削減するための工事も併せて
実施するものである。

目

3
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

464,336

（うち市予算化分）

3
464,336

4
予算科目

最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

2,376 461,960

473,036

0.2 0.8

41,677 43,261

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

市民 安定したし尿処理

活動指標 未実施 未実施
各設備等の延命化工事の実
施

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

235,500

成果指標 施設の延命化（年） 0 - 20

185,575

0

184,783

平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

　　
792

464,336

0
総コスト
計

0

1,740 6,960

1/2・1/3

平均人件
費

8,7000

一般廃棄物処理事業債 地方債 地方債同意等基準運用要綱（充当率：補助分90％、単独分75％）

循環型社会形成推進交付金 国庫支出金 循環型社会形成推進交付金交付要綱

補助分50％
単独分30％

468,920

従事職員数(人)
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

690

0

35,300

用地買収
物件移転補償費

26,400

4,230

5.5

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

測量設計費

事業費（A）

0

人件費（B）

0

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

当該道路は、国道202号バイパス、（一）雷山前原線及
び前原東土地区画整理区域を結ぶ重要な幹線道路で
あるため、道路改良及び歩道整備することで利用者の
利便性及び安全性の向上を図る。

事業主体

　国道202号バイパス、（一）雷山前原
線、及び前原東土地区画整理区域を
結ぶ重要な路線であるが、当該路線
には歩道がなく、通行性が悪いため、
道路改良及び歩道設置を行う。
　27年度に予備設計、30年度に詳細
設計を行い、32年度から工事着手す
る予定。

実施方法

平成27年度 ～ 平成33年度（7年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （３）交通環境の整備充実

　⑤　道路・交通ネットワークを整備する施　策

建設都市部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課浦志有田線整備事業 建設課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

道路改良事業
・延長　Ｌ＝690ｍ
・幅員　Ｗ＝9.85ｍ
・用地買収面積　Ａ＝2,415㎡

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

310,502

（うち市予算化分）

3
310,502

8
予算科目

最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

2,610

0 22,300

94,120

0 0.3

1,300 5,530

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

市民 道路拡幅と歩道の設置

活動指標 0 0
道路拡幅及び歩道の設置
（ｍ）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

8,900

成果指標
通行車両及び歩行者の増加
率（％）

0 0 100

35,970 48,070

0

12,100

平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

0

0

88,900

69,210
総コスト
計

66,600

0 2,610

55％

平均人件
費

8,7000.3

公共事業等債 地方債 地方債同意等基準運用要綱（充当率90％）

社会資本整備総合交付金 国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱

22.2％

24,910

従事職員数(人)
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

100

31,215

184,500

委託費(点検・測量試験
　　　家屋等事前調査)
工事費(修繕・架替)
補償(施工ヤード借地)

48,600

17,840

2.3

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

委託費(点検・測量試験・
家屋等事後調査)

工事費(架替)
補償（家屋・電柱等移設）

委託費(点検・測量試験)
工事費(修繕・架替)

事業費（A）

0

人件費（B）

293,750

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

老朽化する道路・橋梁が増大する中で、予防的な点検・計画
的な修繕・架け替え及び統廃合等を検討し、実施するとともに
道路・橋梁の長寿命化と維持費の縮減を図りつつ地域の道路
網の安全性・信頼性を確保する。

事業主体

・橋梁関係
　Ｈ27年度　橋梁長寿命化修繕計画
　　　　　　　　の変更
　Ｈ26～27年度　近接目視79橋完了
　　　　　修繕6橋完了（2橋修繕不可）
　　　　　　　　　　架け替え1橋実施中
・舗装関係
　Ｈ28年度　路面調査を実施、100ｍ
　区間の舗装工事を実施予定

実施方法

平成26年度 ～ 平成35年度（10年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （３）交通環境の整備充実

　⑤　道路・交通ネットワークを整備する施　策

建設都市部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課道路施設長寿命化修繕事業 建設課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

・交付金による橋梁修繕事業は5年に1度の橋梁点検が必要

・点検結果を基に通行規制・修繕・架替・統廃合等を検
討
・点検業務は市内760橋を5年間で近接目視点検を1巡
・修繕事業は29年度より9橋を実施
・架け替え事業は施工中の久保田橋、幸田橋、東山橋を実施

・Ｈ25年度に実施した舗装点検業務結果を基に、補助
対象となる舗装修繕を計画的に実施

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

1,340,968

（うち市予算化分）

5
1,340,968

8
予算科目

最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

4,350

289,400 111,700

556,050

0.5 0.5

25,700 74,755

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

道路橋梁等利
用者

道路施設の安全性・利便
性

活動指標 0 23道路・橋梁修繕進捗率（％）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

32,100

成果指標
道路施設の安全性・信頼性の
確保（％）

0 3 100

75,460 283,745

0

53,900

平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

103,800

154,385

543,000

146,250
総コスト
計

141,900

4,350 4,350

55％

平均人件
費

8,7000.5

公共事業等債（点検委託を
除く）

地方債 地方債同意等基準運用要綱（充当率90％）

社会資本整備総合交付金 国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱

22.2％

116,050

従事職員数(人)
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

0

5,545

0

消耗品

5,135

14.6

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

備品 備品

事業費（A）

0

人件費（B）

6,415

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

消防団の装備を充実させることにより、地域防災力の充
実強化を図る。 事業主体

「消防団の装備の基準」に基づき、
計画的に整備しているが未整備
及び整備数不足の装備品が多く
あり、継続的な整備が必要である。
平成26年度　夏用訓練服1,017着
平成27年度　耐切創手袋995双
　　　　　　　　 雨衣995着
　　　　　　　 　長靴296足

実施方法

平成29年度 ～平成31年度（3年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

　⑫　地域防災力を強化する施　策

消防本部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課消防団装備整備事業 警防課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

地域防災力の充実強化を図るため、消防団の装備を計画的
に整備する。
平成29年度
自動車班員144名中72名分の防火衣等購入（更新）
平成30年度
自動車班員144名中72名分の防火衣等購入（更新）
平成31年度
全団員分の保安帽購入（更新）、各車両10及び団本部５の
ゴーグル、ライト及び救命胴衣購入(新規)、劣化した200名分
の長靴購入（更新）

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

15,224

（うち市予算化分）

3
15,224

9
予算科目

最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

870

5,545 4,544

17,834

0.1 0.1

4,544 15,224

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

消防団 地域防災力の強化

活動指標 100 100
自動車班員の経年劣化した防火衣
等の割合（％）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

成果指標
自動車班員の経年劣化した防火衣
等の更新率（％）

0 0 100

0

0

平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

15,224

6,005
総コスト
計

5,135

870 870

平均人件
費

8,7000.1

5,414

従事職員数(人)
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

実施

54

58,000

13.0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

委託料（設計業務）
工事請負費

事業費（A）

0

人件費（B）

66,754

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

耐震診断調査において強度不足が指摘された市庁舎
本館を耐震基準値を満たす構造に改修し、行政機能及
び防災拠点としての機能を保持する。

事業主体

平成22年度⇒　「糸島市本庁舎本
館耐震診断調査」を実施。本館1
階の強度不足が指摘される。
平成28年度⇒「耐震補強計画」を
策定。

実施方法

平成29年度（1年間）

糸島市

一部委託

一般会計

政　策 （６）防災・防犯体制の確立

　⑫　地域防災力を強化する施　策

総務部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課庁舎本館耐震改修事業 管財契約課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

「糸島市本庁舎本館耐震診断調査」及び「耐震補強計
画」に基づき、本館1階の耐震補強実施設計の作成と改
修工事を実施する。

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

58,054

（うち市予算化分）

6
58,054

2
予算科目

最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

58,054

66,754

1

54

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

糸島市
行政機能の確保
防災拠点機能の確保

活動指標 未実施 未実施耐震改修工事の実施

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

成果指標 耐震基準値（is値）0.6以上 0.47 0.47 0.6以上

0

0

平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

58,000

58,054

0
総コスト
計

8,700 0

70％

平均人件
費

8,700

緊急防災・減災事業債 地方債 地方債同意基準運用要綱（充当率100％）

0

従事職員数(人)

12



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

10,970

従事職員数(人)

36,958

11,784
総コスト
計

10,044

1,740 1,740

平均人件
費

8,7000.2

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

成果指標 体育施設利用者数（人） 136,324 136,324 143,100

0

0

平成31年度

体育施設利用
者

安全に体育施設を利用したい
快適に体育施設を利用したい

活動指標 0 0安全で快適な体育施設の整備（件）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

1,740

17,684 9,230

42,178

0.2 0.2

9,230 36,958

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

総事業費 千円

野球場の危険箇所の改修及びトイレの一部洋式化を計画的
に行う。
[平成29年度]
　・曽根野球場防球ネット設置工事（一塁側）Ｈ-10ｍ　L-61.2m
[平成30年度]
　・芥屋野球場防球ネット設置工事（三塁側）Ｈ-12ｍ　L-80m
　・芥屋野球場トイレ簡易水洗化
　・野球場トイレ下水化及び一部洋式化　本管工事L-100ｍ
[平成31年度]
　・曽根野球場防球ネット設置工事（三塁側）Ｈ-10ｍ　L-100m

目

5
千円

事業期間
項款

進捗状況
・
現状

会計種類

36,958

（うち市予算化分）

2
36,958

10
予算科目

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

野球場の改修を行い、施設の安全性及び利便性を高
め、利用者の増加を促すなどのスポーツ振興を図る。

事業主体

【曽根野球場】
両翼フェンスが低く、特にライト側について
は下の運動場へボールが飛んでいくため
極めて危険な状況。
トイレ浄化槽の処理槽が老朽化し、漏水が
生じるなど修繕件数が増加している。
【芥屋野球場】
野球場三塁側が県道に面しており、ボー
ルの飛び出しが生じている。
【トイレ】
いずれも老朽化著しく、和式便器しかない
状況。特に芥屋野球場のトイレについて
は、普通便槽で衛生的でない。

実施方法

平成29年度 ～ 平成31年度（3年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （２）生涯学習機会の充実

　⑦　スポーツ環境を整備する施　策

教育部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課野球場改修整備事業 生涯学習課

事業目的

事 業 内 容

6

17,684

0

工事請負費

10,044

12.4

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費 工事請負費

事業費（A）

0

人件費（B）

19,424

13



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

1,119

0

補助金

44.0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金

事業費（A）

0

人件費（B）

1,650

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

「博多和牛」の出荷頭数を拡大し、県産ブランド牛肉とし
ての地位を確立するために、博多和牛の肥育もと牛の
導入経費を助成し、博多和牛生産者の経営安定に資す
る。

事業主体

糸島市内博多和牛生産登録者　４
経営体

Ｈ29要望　15頭　　780,000円
Ｈ30要望　24頭　1,248,000円
Ｈ31要望　25頭　1,300,000円

実施方法

平成29年度 ～ 平成31年度（3年間）

博多和牛生産登録者

補助

一般会計

政　策 （１）農林水産業の振興

　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する施　策

産業振興部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課博多和牛ブランド強化対策事業 農業振興課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

「博多和牛」出荷頭数の拡大を図るため、博多和牛生産
登録者に対する、肥育もと牛を導入する経費の助成

　補助対象　農業協同組合（受益者：博多和牛生産者）
　補助率　　定額　52,000円/頭

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

3,328

（うち市予算化分）

5
3,328

6
予算科目

最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

870

780 1,248

5,938

0.1 0.1

0

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

農業者 所得向上

活動指標 1,055 1,055肥育もと牛数（頭）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

780

成果指標
所得が向上した経営体数
（戸）

0 0 4

0

1,248 3,3281,300

平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

3,328

2,170
総コスト
計

1,300

870 870

定額

平均人件
費

8,7000.1

福岡県畜産振興総合対策事
業費補助金

県支出金 福岡県畜産振興総合対策事業費補助金交付要綱

2,118

従事職員数(人)

14



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

1,409

0

4.9

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

荒廃森林調査委託
森林整備委託

事業費（A）

0

人件費（B）

52,902

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

平成20年度からの森林環境税の創設に伴い、荒廃した
森林を再生し環境の優れた森として保全する。 事業主体

・平成27年度実績
　荒廃森林調査　18.14ha
　森林整備　120.92ha
・平成28年度計画
　荒廃森林調査　30ha
　森林整備　150ha

実施方法

平成20年度 ～ 平成29年度（10年間）

糸島市

一部委託

一般会計

政　策 （１）農林水産業の振興

　④　林業生産基盤や生産条件を整備し、担い手の育成と林業の成長産業化を図る施　策

産業振興部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課荒廃森林再生事業 農林水産課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

概ね15年以上手入れがされていない森林を適切に整備
する。
・荒廃森林調査
・森林の整備（間伐・除伐）

目

3
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

797,903

（うち市予算化分）

5
797,903

6
予算科目

最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

50,292 0

52,902

0.3

0

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

市民及び森林
所有者

森林整備による森林環境
の向上

活動指標 0 1,186.70荒廃森林整備面積（ha）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

50,292

成果指標
森林環境が向上したと感じる
人の割合（％）

0 0 50

0

50,292

平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

50,292

0
総コスト
計

0

2,610 0

100%

平均人件
費

8,700

福岡県荒廃森林再生事業交
付金

県支出金 福岡県荒廃森林再生事業交付金交付要綱

0

従事職員数(人)
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

糸島市定住・ブランド基金 その他 糸島市定住・ブランド基金条例

特別交付税 その他 地域おこし協力隊推進要綱

10,925

従事職員数(人)

22,282

10,925
総コスト
計

8,315

3,480 2,610

100％

平均人件
費

8,7000.3

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

5,652

成果指標
糸島漁協組合員の収入
（百万円）

2,659 2,659 2,704

0

0

平成31年度

糸島漁協組合員
418人

漁業収入の増

活動指標 0 0
地域おこし協力隊員受入数
（人）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

2,610

5,652 8,315

30,982

0.4 0.3

8,000 16,000

合計

（単位：千円）

平成30年度平成29年度

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

平成29年度～平成32年度
　地域おこし協力隊員　2名受入
＊地域おこし協力隊取組自治体に対し、特別交付税に
より財政支援。

目

4
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

26,282

（うち市予算化分）

2
26,282

6
予算科目

6,282

人件費（B）

9,132

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

　総務省の地域おこし協力隊事業を活用し、水産業の発展と
地域の活性化につながる活動を行う。
　さらに、ＰＲ活動や販路拡大をはじめとする販売戦略の構築
や魚しょく普及活動を実施することで、水産物の消費拡大と漁
家所得の向上を図る。
　また、事業終了後も雇用が継続できれば、定住の促進を図る
ことができる。

事業主体

　 魚価の低迷や資機材の高騰に
より漁家所得は長期低迷し、漁業
従事者の高齢化や後継者不足の
一因となっている。
　平成28年7月15日開催の地域お
こし協力隊推進会議（九州ブロッ
ク）に参加

実施方法

平成29年度 ～ 平成32年度（4年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （１）農林水産業の振興

　⑥　漁業における市場開拓、ブランド化を推進し、担い手を育成する施　策

産業振興部

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト、移住支援プロジェクト

事 業 名 担当部課水産物ブランド化推進事業 農林水産課

雑入 その他 本人負担の光熱水費（Ｈ29：320千円）

2

0

報酬
その他の経費

8,000

28.1

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

報酬
その他の経費

報酬
その他の経費

事業費（A）

315 315
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（1段目：実施計画計上額、２段目：増減額、３段目：変更後計上額）

【　】は28年度繰越分、（　）は市予算化以外の分 単位（千円）

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

２　子どもが健やかに育つまちづくり

（１）子育て支援の充実

変更前 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

増減額 1,500 273 1,773 8,571 8,571 10,900 2,606 30,648 0 32,421

変更後 1,500 273 1,773 8,571 8,571 10,900 2,606 30,648 0 32,421

新規 ハード 　

（２）学校教育の充実

変更前 4,229 4,229 0 0 4,229

増減額 1,400 1,400 0 0 1,400

変更後 5,629 5,629 0 0 5,629

変更 ソフト 　

変更前 8,823 8,823 0 0 8,823

増減額 ▲ 1,400 ▲ 1,400 0 0 ▲ 1,400

変更後 7,423 7,423 0 0 7,423

変更 ハード 　

変更前 28,188 28,188 34,822 87,000 139,174 260,996 51,103 127,200 138,009 316,312 605,496

増減額 ▲ 20,150 ▲ 20,150 0 0 ▲ 16,132 ▲ 16,132 0 0 0 0 ▲ 36,282

変更後 8,038 8,038 34,822 87,000 123,042 244,864 51,103 127,200 138,009 316,312 569,214

変更 ハード 　

変更前 11,000 25,000 36,000 39,410 39,410 36,000 36,000 111,410

増減額 0 14,310 14,310 0 0 0 0 14,310

変更後 11,000 39,310 50,310 39,410 39,410 36,000 36,000 125,720

変更 ハード 　

変更前 19,892 19,892 0 0 19,892

増減額 3,618 3,618 0 0 3,618

変更後 23,510 23,510 0 0 23,510

変更【繰越明許費49,893】 ハード 　

３　海、山、川をたいせつにしたまちづくり

（１）自然環境の保全育成

変更前 3,240 3,240 0 0 3,240

増減額 ▲ 864 ▲ 864 0 0 ▲ 864

変更後 2,376 2,376 0 0 2,376

変更 ソフト 　

４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

（１）都市機能の充実

変更前 925 1,851 2,776 184,783 235,500 41,677 461,960 0 464,736

増減額 ▲ 133 ▲ 267 ▲ 400 0 0 0 0 0 ▲ 400

変更後 792 1,584 2,376 184,783 235,500 41,677 461,960 0 464,336

変更 ハード 　

3
学校給食備品購入事業

学
校
教
育
課

一般

波多江小学校給食室改築により給食室の形式が変わったことに伴い、必要な備品を購入する。

2

学校給食食器等購入事
業

学
校
教
育
課

一般

6

小中学校防災機能強化
事業

教
育
総
務
課

一般

7

糸島清掃センター最終処
分場廃止計画策定事業

生
活
環
境
課

一般

小中学校教育施設の防災機能強化（建物の非構造部材（照明器具、体育器具等）の耐震化）

糸島市し尿処理センターについては、平成7年度に稼働開始し、平成28年度には22年が経過するため、各機器が老朽化し、損傷が激しく処理に支障を及ぼすことから、基幹的設備の改修を行い延命化を図る。

糸島清掃センター最終処分場については、平成11年に埋立を終了し、その後、水処理を継続してきたが水質が安定してきたことから、処分場廃止に向けた計画を策定する。

8

糸島市し尿処理センター
基幹的設備改良事業

生
活
環
境
課

一般

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

安全で安心な学校給食を提供するため、給食室改築に伴い、消耗品（食器等）を購入する。

放課後児童クラブの入所児童数が急増する中、施設の増設により児童の活動スペースを確保し、児童の健全育成を図る。

事業費
合計

財源内訳

市内小学校の小規模営繕工事を行い、事故防止、施設の長寿命化を図る。

合計

糸島市実施計画（H29～H31）12月変更　事業一覧

N
o

事業名
課
名

会計

平成29年度 平成30年度

5
小学校施設改修事業

教
育
総
務
課

一般

平成31年度

1

放課後児童クラブ建設事
業

子
ど
も
課

一般

4

学校施設大規模改造事
業

教
育
総
務
課

一般

老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童・生徒・教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供する。



国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

事業費
合計

財源内訳 合計
N
o

事業名
課
名

会計

平成29年度 平成30年度 平成31年度

（３）交通環境の整備充実

変更前 11,000 81,000 1,200 93,200 35,970 26,400 4,230 66,600 59,915 44,100 6,123 110,138 269,938

増減額 ▲ 11,000 ▲ 81,000 ▲ 1,200 ▲ 93,200 ▲ 23,870 ▲ 17,500 ▲ 2,930 ▲ 44,300 ▲ 23,945 ▲ 17,700 ▲ 1,893 ▲ 43,538▲ 181,038

変更後 0 0 0 0 12,100 8,900 1,300 22,300 35,970 26,400 4,230 66,600 88,900

変更 ハード 　

変更前 154,385 103,800 31,215 289,400 53,900 32,100 25,700 111,700 75,460 48,600 17,840 141,900 543,000

増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

変更後 154,385 103,800 31,215 289,400 53,900 32,100 25,700 111,700 75,460 48,600 17,840 141,900 543,000

変更 ハード 　

（６）防災・防犯体制の確立

変更前 1,000 4,545 5,545 5,545 5,545 6,911 6,911 18,001

増減額 ▲ 1,000 1,000 0 ▲ 1,001 ▲ 1,001 ▲ 1,776 ▲ 1,776 ▲ 2,777

変更後 0 5,545 5,545 4,544 4,544 5,135 5,135 15,224

変更 ソフト 　

変更前 53,036 0 53,036 0 0 53,036

増減額 4,964 54 5,018 0 0 5,018

変更後 58,000 54 58,054 0 0 58,054

変更 ハード 　

５　みんなの力で進める協働のまちづくり

（２）生涯学習機会の充実

変更前 10,044 10,044 9,230 9,230 10,044 10,044 29,318

増減額 7,640 7,640 0 0 0 0 7,640

変更後 17,684 17,684 9,230 9,230 10,044 10,044 36,958

変更 ハード 　

７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

（１）農林水産業の振興

変更前 0 0 0 0 0 0 0

増減額 780 780 1,248 1,248 1,300 1,300 3,328

変更後 780 780 1,248 1,248 1,300 1,300 3,328

新規 ソフト 　

変更前 46,642 46,642 0 0 46,642

増減額 3,650 3,650 0 0 3,650

変更後 50,292 50,292 0 0 50,292

変更 ソフト 　

変更前 5,811 5,811 8,000 0 8,000 8,000 0 8,000 21,811

増減額 ▲ 159 ▲ 159 ▲ 7,685 8,000 315 ▲ 7,685 8,000 315 471

変更後 5,652 5,652 315 8,000 8,315 315 8,000 8,315 22,282

変更 ソフト 　

変更前 166,310 46,642 237,836 17,811 138,227 606,826 309,475 0 381,000 8,000 264,966 963,441 186,478 0 219,900 8,000 214,927 629,305 2,199,572

増減額 ▲ 11,133 4,430 ▲ 74,536 ▲ 1,159 4,414 ▲ 77,984 ▲ 15,299 9,819 ▲ 6,600 ▲ 7,685 ▲ 9,457 ▲ 29,222 ▲ 23,945 1,300 ▲ 17,700 ▲ 7,685 4,331 ▲ 43,699▲ 150,905

変更後 155,177 51,072 163,300 16,652 142,641 528,842 294,176 9,819 374,400 315 255,509 934,219 162,533 1,300 202,200 315 219,258 585,606 2,048,667

農
業
振
興
課

耐震診断調査において強度不足が指摘された市庁舎本館を耐震基準値を満たす構造に改修し、行政機能及び防災拠点としての機能を保持する。

国道２０２号バイパス、（一）雷山前原線及び前原東土地区画整理区域を結ぶ重要な幹線道路であるため、道路改良及び歩道整備することで利用者の利便性及び安全性の向上を図る。

建
設
課

一般

警
防
課

一般

13
野球場改修整備事業

生
涯
学
習
課

一般

14

博多和牛ブランド強化対
策事業

合計（一般会計）

一般

9
浦志有田線整備事業 建

設
課

15
荒廃森林再生事業

農
林
水
産
課

12
庁舎本館耐震改修事業

10

道路施設長寿命化修繕
事業

一般

11

16

水産物ブランド化推進事
業

農
林
水
産
課

一般

総務省の地域おこし協力隊事業を活用し、ＰＲ活動や販路拡大をはじめとする販売戦略の構築や魚しょく普及活動を実施することで、水産物の消費拡大と漁家所得の向上を図る。

一般
管
財
契
約
課

野球場の改修を行い、施設の安全性及び利便性を高め、利用者の増加を促すなどのスポーツ振興を図る。

「博多和牛」の出荷頭数を拡大し、県産ブランド牛肉としての地位を確立するために、博多和牛の肥育もと牛の導入経費を助成し、博多和牛生産者の経営安定に資する。

概ね１５年以上手入れがされていない森林を再生し環境の優れた森として保全する。

一般

老朽化する道路・橋梁を、予防的な点検・計画的な修繕・架け替え及び統廃合等を検討・実施し、道路・橋梁の長寿命化と維持費の縮減を図りつつ地域の道路網の安全性・信頼性を確保する。

消防団の装備を充実させることにより、地域防災力の充実強化を図る。

消防団装備整備事業


